
概　要

　中小企業家同友会景況調査２００４年「転換期に

おける雇用・労働の変化」特別調査の調査結果

を分析した。その結果，資本金規模や正規従業

者規模の大小により，雇用目的や採用環境が二

極分化している実態が明らかとなった。

　正規従業者の採用について最も重視されるの

は，「経験」と「若さ」であった。また，資本金規

模や正規従業者規模が大きくなるに従い，これ

らに加えて新規学卒であることや学歴，語学力

等を重視した採用を行なうことができるように

なる実態が明らかとなった。これに対し，特に

正規従業者５人未満の企業では，社員教育を行

なう余裕がないためか極めて経験を重視した採

用が行なわれていた。

　非正規従業者の採用についても，資本金規模

や正規従業者規模の大きい企業では，「正規社員

の戦略的配置への補完」など効率的な人員配置

を実現のために非正規従業者が意識的に採用さ

れていることがわかった。これに対し，規模の

小さい企業では，「正規社員の確保が困難なた

め」にやむなく非正規従業者を採用せざるを得

ない実態にあることが明らかとなった。

　収益状況と正規従業者の採用との関係を見る

と，正規従業者の採用にあたり「若さ」を重視し

ている企業のほうが「経験」を重視している企業

よりも，僅差ではあるが収益状況が好調であっ

た。さらに，利益が増益であるか減益であるか

ではなく，収入が増収であるか減収であるかに

より，類似した採用形態となっていることが明

らかとなった。

はじめに

　わが国経済は，長期にわたるバブル経済崩壊

の後遺症からようやく回復へと向かい始めた。

この回復には，日本経済がかつて経験したこと

のない規模での事業の再構築が不可欠であった

が，雇用・労働の再構築はその重要な根幹を成

すものであった。この再構築の中で大企業と中

小企業との業況，景気回復の実感が乖離してい

る一方で，中小企業の採用環境の好転といった

良い影響も見受けられる。

　そこで，このような転換期の中小企業におけ

る雇用や労働についての現状を調査すべく，中

小企業家同友会では，２００４年９月に「転換期にお

ける雇用・労働の変化」特別調査１）（以下，特別調

査）を実施した。本稿では，この特別調査の調査

結果の検討を通じ，長期に渡る不況を経て中小

企業ではどのような事業の再構築がなされ，そ

の後の採用環境の好転をどのように活用し，採

用・雇用形態の変革が行なわれているかについ

て，中小企業における二極分化という視点を中

心に，実態を明らかにすることを試みたい。

１　「転換期における雇用・労働の変化」特
別調査の概要

　今回の特別調査は，中小企業家同友会の会員

企業のうち２１,５０７社を対象に，２００４年９月１５日
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より１０月１５日の期間に行なわれた。調査対象企

業に調査票を郵送し，自計記入による回答の結

果をＦＡＸ送信してもらうという方法により調

査を行なった。その結果，２１,５０７社のうち，３,０２１

社の回答を得た。回答率は１４.０％であった。なお，

３,０２１社のうち５８６社はＤＯＲ通常調査の調査対象

企業であり，残りの２,４３５社は中小企業家同友会

会員企業ではあるがＤＯＲ通常調査の調査対象

ではない企業である。

　調査項目は，①正規・非正規従業者数の推移

とその増減理由，②正規従業者の雇用について

（雇用目的，採用数，採用ルート，採用にあたり

重視する要素と期待する能力），③非正規従業者

の雇用について（就業目的，就業形態），④経営

指針の有無について，⑤中同協「労使見解」につ

いての５項目であった。

　回答企業の資本金，売上高，設立年，従業者

数の平均は表１のとおりであった。また，表２

には，２００１年と比較した売上高の増減，および，

直近の収益状況を掲載した。

　「売上高は２００１年（３年前）と比較して」どのよ

うな状況にあるかについて質問したところ，全

業種では，「増加」が４６.８％，「不変」が１３.５％，「減

少」が３９.７％であり，売上高が増加している企業

と減少している企業に二極分化している傾向が

見られた。また，「直近の収益状況」については，

全業種では，「増収増益」が２９.７％，「増収減益」が

１１.８％，「減収増益」が１０.０％，「減収減益」が

２５.２％，「横ばい」が２３.２％であった。「増収増益」

と「減収増益」とを合計した「増益」は３９.７％，「増

収減益」と「減収減益」とを合計した「減益」は

３７.０％であり，直近の収益状況についても，増

益企業と減益企業とに二極分化している傾向が

見てとれた。

　これらを業種別に見てみると，売上高につい

ては，建設業で「減少」が「増加」を上回っている

のが特徴的であるが，全体的に見て，売上高が

「不変」と回答した企業は４業種全て１０％台であ

り，残りの企業は「増加」と「減少」とに二極分化

していた。収益状況についても，「横ばい」と回答

した企業は４業種全て２０％台であり，「増収増

益」が２０～３５％台，「増収減益」が１１～１２％台，「減

収増益」が８～１１％台，「減収減益」が２０～２６％台

と，こちらも建設業の収益状況がやや悪いが，

全体的に４業種ともほぼ同様に二極分化の傾向

が伺える。

　また，表３には資本金規模別，表４には正規

従業者規模別で見た売上高と収益状況を示した。

これらの表に見られるように，売上高や収益状

況に見られる二極分化は，単純に資本金規模の

小さい企業が不調であり，大きい企業が好調で

あるということではないようである。また，正

規従業者規模別で見ても，「１００人以上」における
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売上高「増加」，「増収増益」の割合が高いものの，

それ以外では特定の正規従業者規模に寄ってい

るということはないようである。加えて，前述

のとおり，特定の業種が好調であったり不調で

あったりということでもないようである。

２　正規従業者の採用について

　今回の特別調査では，中小企業が従業者の採

用に際して，何を重視して採用を行なっている

かについて調査した。正規従業者の雇用につい

て「採用上，重視する要素はなんですか。」という

質問を行い，「新卒」（新規学卒のこと），「経験」，

「若さ」，「性別」，「縁故」，「居住地」，「学歴」，「語

学力」，「その他」という回答項目を設定し，複数

回答可として該当するものを全て回答しても

らった。また，「その他」の内容について回答して

もらうように記述欄を設けた。表５はこの結果

を示したものである。全業種では，「経験」

（５６.９％）が最も重視され，次いで「若さ」（４１.６％），

「新卒」（２４.９％）が重視されていることが分かっ

た。４位以下は，「性別」（１３.５％），「居住地」

（１３.２％），「学歴」（７.９％），「語学力」（３.２％），「縁

故」（２.８％）の順となっていた。業種別で見ても，

４業種全てにおいて，１位「経験」，２位「若さ」，

３位「新卒」の順で重視されており，中でも１位

「経験」，「若さ」が突出して重視されていること

が明らかになった。

　この「経験」と「若さ」とは相反する要素であり，

異なる従業者層を想定しているものと考えられ

る。「経験」を重視して採用する場合，当該業種あ

るいは関連業種での経験を多く積んだベテラン

を採用したいと考えており，中途採用を想定し

て即戦力となる人材を望んでいると考えられる。

一方，「若さ」を重視して採用する場合，即戦力と

はならなくとも教育を行ないながら自社の未来

を担う人材として育てていきたいと考えている

と思われる。あるいは，比較的に安価な労働力

として若年層にターゲットを絞っている企業も

あると考えられる２）。長引く不況に伴う大企業

での事業の再構築の影響を受け，中小企業では

採用環境が好転していると言われているが，「新
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卒」が重視されていることがこのことを裏付け

ている。すなわち中小企業においても新規学卒

であることを条件に採用が行なえるようになっ

てきたということである。しかし，全業種で最

も重視されているのは「経験」であり，依然とし

て中小企業では，長い期間をかけて充分な教育

を行なうという採用形態以上に，即戦力として

働ける人材を求める傾向にあるということも明

らかとなった。

　業種別の傾向を見てみると，建設業とサービ

ス業では，製造業や流通・商業と比較して，１位

「経験」と２位「若さ」との開きが大きい。すなわ

ち，建設業とサービス業では，「経験」がより重視

されているといえる。建設業では，営業力より

も専門的な技術が重視され，即戦力として働け

る経験者を積極的に採用したいと考えていると

予想される。一方，サービス業でも「若さ」より

も「経験」が重視されていることは予想外であっ

たが，サービス業ではパートタイム労働者，ア

ルバイトといった非正規従業者の採用が活発で

ある一方で，それらを総括する正規従業者につ

いては「経験」をより重視した採用が行なわれて

いるものと考えられる。

　また，４業種全てにおいて，「性別」と「居住地」

が３位と４位になっている。そのうち，建設業

と流通・商業では，僅差ではあるが，３位が「性

別」，４位が「居住地」となっている。逆に，製造

業とサービス業では，３位が「居住地」，４位が「性

別」となっている。

　「学歴」と「語学力」は，５位以下にようやく表れ

ており，中小企業の採用環境が好転したとはい

え，依然として「学歴」や「語学力」よりも「経験」

や「若さ」を重視した採用を行なわざるを得ない

中小企業の厳しい採用環境が伺える。なお，サー

ビス業において他の業種よりも若干，「学歴」や

「語学力」が重視されている。逆に，製造業では，

「語学力」よりも「縁故」のほうが重視されている。

　この採用重視要素について，資本金規模別に

見てみたい。いずれの階級においても，「経験」が

１位であり，およそ５５～６０％程度と資本金と関

係なくどの階級でもほぼ一定の割合で重視され

ている。「若さ」もほぼ一定の割合で重視されて

いるが，資本金規模が大きくなるに従い若干減

少している。これに対して「新卒」は，資本金規

模が大きくなるに従い大幅に増加している。

「１,０００万円未満」では１０.５％に過ぎないが，

「５,０００万円以上１億円未満」からは「若さ」を抜

いて２位となり，「１億円以上」では４１.２％と高
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い割合を占めている。「新卒」は殆どの場合にお

いて若年者であるので，「若さ」と相反するもの

ではない。ただし，「若さ」を重視している企業の

中には，前述のように，単純に安価な労働力を

求めているだけの企業も相当数存在すると考え

られる。これに対し，「新卒」を重視している企業

には，優秀な人材を採用し自社の将来を担う人

材として育てたいという意図や，毎年計画的な

採用を行なおうという意図が見られる。資本金

規模の小さい企業では，採用環境は依然として

厳しく，新規学卒を採用することが難しい現状

が明らかとなった。そのため資本金規模の小さ

い企業では，新規学卒でなくとも「若さ」を重視

した採用が行なわれている。これに対し，資本

金規模の大きい企業では，新規学卒の採用が積

極的に行なわれていることにも見られるように，

採用環境が大幅に好転していることが伺える。

このように，一概に中小企業といっても，資本

金規模に応じて採用環境に大きな相違があるこ

とが明らかとなった。

　「学歴」や「語学力」についても同様の傾向が見

られる。「学歴」を重視している企業は，「１,０００万

円未満」では４.１％に過ぎないが，資本金規模が

大きくなるに従い増大し，「１億円以上」では

１２.９％となっている。「語学力」を重視している

企業も，「１,０００万円未満」では２.９％に過ぎないが，

資本金規模が大きくなるに従い増大し，「１億円

以上」では５.９％となっている。逆に，「性別」につ

いては，資本金規模が大きくなるに従い若干減

少する傾向にある。「１,０００万円未満」では１３.７％

あったが，「１億円以上」では１０.６％となってい

る。

　さらに採用重視要素について，正規従業者規

模別に見てみることとする。いずれの階級にお

いても，「経験」が１位であり，資本金別に見た場

合と同様に，５４.０～５８.０％と正規従業者規模と関

係なくどの階級でもほぼ一定の割合で重視され

ていることがわかる。「若さ」もほぼ一定の割合

で重視されているが，資本金規模が大きくなる

に従い，若干減少する傾向にある。ただし，正

規従業者「５人未満」では，「若さ」を重視する割

合は３５.８％と全ての階級のうちで最も低い。正

規従業者５人以上の企業では，経験者と並んで

若い社員も積極的に採用するものの，正規従業

者「５人未満」の企業では，若い従業者を教育す

る余裕がなく，極めて即戦力が重視された採用

が行なわれ，「５人以上１０人未満」の４４.２％と比

較して８.４％も低い割合となっている。「新卒」は，

資本金別に見た場合と同様に，正規従業者規模

が大きくなるに従い増加する傾向にある。「５人

未満」では４.４％に過ぎないが，正規従業者規模

が大きくなるに従い増加し，「１００人以上」では

４８.１％と高い割合を占めている。このように，

正規従業者規模で見た場合も，資本金規模で見

た場合と同様に，正規従業者規模の大きな企業

では，採用環境が大幅に好転しており，経験者

を積極的に採用する一方で，新規学卒の採用も

同時に積極的に行なわれていることが分かる。

これに対し，正規従業者規模の小さい企業では，

採用環境は依然として厳しく，新規学卒を採用

することが難しい現状が明らかとなった。その

ため正規従業者規模の小さい企業では，経験者

を採用すると共に，新規学卒でなくとも「若さ」

を重視した採用を行い，自社の将来を担う人材

に育てようと考えていると思われる。あるいは

単純に安価な労働力として「若さ」を重視した採

用を行なわざるを得ないのである。この点は資

本金規模別の場合と同様であるが，正規従業者

規模の特に小さい「５人未満」の企業では，正規

従業者５人以上の企業と比較して「若さ」を重視

した採用を行なう余裕が大幅に低下していた。

「性別」については，資本金規模別の場合と同様

に，正規従業者規模が大きくなるに従い若干減

少する傾向が見られ，「５人未満」では１４.９％で

あったが，「１００人以上」では１０.８％となっていた。

３　非正規従業者の採用について

　以上，正規従業者の採用について重視する要

素について見てきたが，現在の中小企業では，
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正規従業者から非正規従業者への切り替え，あ

るいは非正規従業者から正規従業者への切り替

えなどが活発に行なわれ，弾力的な雇用・就業

形態への変革が行われている。そこで，非正規

従業者の雇用についても調査を行った。非正規

従業者の採用について，「３年前に比べて上昇し

たのはどの就業形態ですか。」という質問を行い，

「契約社員」，「嘱託社員」，「パート・アルバイト

労働者」（以下，「パート・アルバイト」），「出向

社員」，「派遣労働者」，「請負」，「一人親方など」，

「その他」という回答項目を設定し，複数回答可

として該当するものを全て回答してもらった。

また，「その他」の内容について回答してもらう

ように記述欄を設けた。表６はこの結果を示し

たものである。全業種では，「パート・アルバイ

ト」が６６.６％で突出して最も多く，次いで「契約

社員」（１９.０％），「派遣労働者」（１４.５％），「嘱託社

員」（１０.２％），「請負」（８.２％），「一人親方など」

（４.６％），「出向社員」（１.４％）の順となっていた３）。

　業種別に見ると，４業種全てにおいて「パート・

アルバイト」が突出していた。ただし，「パート・

アルバイト」の割合は製造業（６７.０％），流通・商

業（７１.６％），サービス業（７１.１％）に対し，建設業

（４９.１％）では極めて低い割合となっていた。契

約社員は，４業種全てにおいて１６.１％～２２.８％と

いった割合となっており，４業種全てで定着して

いることがわかる。これに対し，各業種での就

業形態としては以下のものが特徴的であった。

建設業では「請負」（２０.１％），「一人親方など」

（１６.１％）が他の３業種に比べて極めて高かった。

製造業では「派遣労働者」（２１.８％）が高く，流通・

商業とサービス業では「パート・アルバイト」と

「契約社員」の割合が高かった。

　次に，非正規従業者の就業形態を資本金規模

別に見てみる。いずれの階級においても，「パー

ト・アルバイト」が突出して最も多いが，資本金

規模が大きくなるに従いその割合が低下してい

る。「１,０００万円未満」では７０.４％にのぼるが，「１

億円以上」では５７.６％まで減少している。その代

わりに，資本金規模が大きくなるに従い「パー

ト・アルバイト」以外の就業形態が増加している。

資本金規模の増大に伴い最も顕著に増加してい

る就業形態は「契約社員」である。「１,０００万円未

満」では１２.５％しかなかったものが，「１億円以

上」では３９.４％にまで増大している。「嘱託社員」

も，「１,０００万円未満」では５.２％しかなかったもの
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が，「１億円以上」では３倍以上の１６.７％にまで

増大している。「派遣労働者」も，「１,０００万円未

満」では１０.１％しかなかったものが，「１億円以

上」では３倍以上の１８.２％にまで増大している。

これらに対して，「請負」や「一人親方など」は，資

本金規模が大きくなるに従いその割合が減少し

ている。「請負」は，「１,０００万円未満」では１０.８％

あったものが，「１億円以上」では１.５％のみと

なっていた。「一人親方など」も若干の減少であ

るが，「１,０００万円未満」では４.９％あったものが，

「１億円以上」では３.０％となっていた。

　さらに非正規従業者の就業形態を正規従業者

規模別に見てみる。資本金規模別で見た場合と

同様に，いずれの階級においても「パート・アル

バイト」が突出して最も多いが，正規従業者規模

が大きくなるに従いその割合が低下していた。

「パート・アルバイト」は，正規従業者「５人未満」

では７４.７％にのぼるが，正規従業者「１００人以上」

では５８.４％まで減少していた。その代わりに，

正規従業者規模が大きくなるに従い「パート・ア

ルバイト」以外の就業形態が増加していた。正規

従業者規模の増大に従い増加している就業形態

は，資本金規模別で見た場合と同様に，「契約社

員」，「嘱託社員」，「派遣労働者」である。「契約社

員」は，「５人未満」では１０.３％しかなかったもの

が，「１００人以上」ではおよそ３倍の２９.５％にまで

増大していた。「嘱託社員」も，「５人未満」では

４.６％しかなかったものが，「１００人以上」では

１２.１％にまで増大していた。「派遣労働者」も，

「５人未満」では４.６％しかなかったものが，「１００

人以上」では５倍以上の２２.８％にまで増大して

いた。これらに対して「請負」や「一人親方など」

は，資本金規模別で見た場合と同様に，正規従

業者規模が大きくなるに従いその割合が減少し

ていた。「請負」は，「５人未満」では１０.９％あった

ものが，「１００人以上」ではおよそ半分の５.４％の

みとなっていた。「一人親方など」は，「５人未満」

では７.５％あったものが，「１００人以上」では１０分

の１以下の０.７％となっていた。資本金規模別で

見た場合に最も顕著に増加している就業形態は

「契約社員」であった。これに対し，正規従業者

規模別で見た場合，「契約社員」も正規従業者規

模の増大に従い増加していたが，それ以上に「派

遣労働者」の割合が増加していた。また，どちら

で見た場合でも，「請負」や「一人親方など」の就

業形態は，規模が大きくなるに従い減少してい

た。すなわち，資本金規模や正規従業者規模の

小さな企業では，「パート・アルバイト」に依存す

る割合が高くなっており，また，「請負」や「一人

親方など」の割合も高くなっていることが明ら

かとなった。「請負」や「一人親方など」は，勿論前

向きな独立である場合もあるが，自社から体よ

く退職させるための手段となっている場合もあ

り，規模の小さな企業にみられる「請負」や「一人

親方など」の増加が，後者によるものであるとし

たら，特に規模の小さい中小企業における採用

環境は依然として厳しいものであると言わざる

を得ない。

　そこで，非正規従業者を採用する目的につい

て調査した。「非正規従業者等を雇用する目的は

何ですか」という質問を行い，「正規社員の確保

が困難なため」，「正規社員の戦略的配置への補

完」，「専門的業務に対応するため」，「能力のある

人材確保」，「景気変動への対応」，「臨時・季節的

業務量の変化への対応」，「短期的繁閑への対応」，

「人件費の節約」，「能力の高い高齢者の活用」，

「正規社員の出産・育児・介護休業対策の代替

え」，「本人の選択」，「その他」という回答項目を

設定し，複数回答可として該当するものを全て

回答してもらった。また，「その他」の内容につい

て回答してもらうように記述欄を設けた。表７

はこの結果を示したものである。全業種では，

「人件費の節約」が４８.９％と突出して最も多く，

次いで「臨時・季節的業務量の変化への対応」

（２２.１％），「景気変動への対応」（２１.２％），「専門的

業務に対応するため」（１９.７％），「正規社員の戦

略的配置への補完」（１８.５％）などが続いている。

　資本金規模別に見てみると，いずれの階級に

おいても「人件費の節約」が突出して最も多いが，

「正規社員の戦略的配置への補完」，「専門的業務
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に対応するため」などは資本金規模が大きくな

るに従いその割合が増加している。逆に，「正規

社員の確保が困難なため」，「本人の選択」などは，

資本金規模が大きくなるに従いその割合が減少

している。「正規社員の確保が困難なため」は，

「１,０００万円未満」では９.５％にのぼるが，「１億円

以上」では４.８％まで減少している。「本人の選

択」は，「１,０００万円未満」では１４.８％にのぼるが，

「１億円以上」では３分の１程度の４.８％まで減

少している。

　また，正規従業者規模別に見てみると，資本

金規模別で見た場合と同様に，いずれの階級に

おいても「人件費の節約」が突出して最も多い。

また，「正規社員の戦略的配置への補完」，「専門

的業務に対応するため」は正規従業者規模が大

きくなるに従いその割合が増加し，「正規社員の

確保が困難なため」，「本人の選択」は正規従業者

規模が大きくなるに従いその割合が減少すると

いった傾向も同様である。「正規社員の確保が困

難なため」は，「５人未満」では９.２％にのぼるが，

「１００人以上」では５.６％まで減少している。「本人

の選択」は，「５人未満」では１８.１％にのぼるが，

「１００人以上」では３分の１程度の６.２％まで減少

している。

　このように，資本金規模，正規従業者規模の

大きい企業では，「正規社員の戦略的配置への補

完」，「専門的業務に対応するため」といった効率

的な人員配置を実現するために，非正規従業者

が意識的に採用されていることがわかる。これ

は最近の採用環境の好転に伴い，中小企業が雇

用・労働形態を大規模に変革し，より経営効率

の良い企業へ変貌していくための事業の再構築

として評価できるものである。

　しかし，一方で，資本金規模，正規従業者規

模の小さい企業では，「正規社員の確保が困難な

ため」にやむなく非正規従業者を採用しなけれ

ばならない，あるいは，経営者ではなく従業者

の選択により非正規雇用が選ばれ，充分に責任

のある業務を任せることの出来る人材が確保さ

れないなど，採用計画を充分に立てることので

きないといった現状に置かれている企業も少な

くないことが明らかとなった。

144 企業環境研究年報　第９号

全体 

正規従 

業者数 



４　従業者の雇用と収益状況の分析

　次に，調査対象企業の収益状況と雇用の関係

について見てみることとする。表８は，正規従

業者の採用重視要素（前述の表５）別の売上高の

増減および収益状況（前述の表２）を示したもの

である。なお，正規従業者の採用重視要素は複

数回答設問であるので，例えば１つの企業が「経

験」，「性別」，「縁故」の３つを回答している場合

があり得る。この場合は，「経験」，「性別」，「縁故」

のそれぞれに回答数１を加えている。正規従業

者の採用重視要素としては，相反する要素であ

る「経験」と「若さ」が突出して選択されていたが，

表８を見ると，若干の差ではあるが，「経験」を重

視している企業よりも「若さ」を重視している企

業のほうが売上高および収益状況が好調といえ

る。「経験」を重視している企業では売上高の「増

加」が４７.８％であるのに対し，「若さ」を重視して

いる企業では４９.７％であった。また，「減少」の割

合も，「経験」を重視している企業では３９.２％で

あるのに対し，「若さ」を重視している企業では

３７.３％であった。収益状況についても，「経験」を

重視している企業では「増収増益」が２９.１％であ

るのに対し，「若さ」を重視している企業では「増

収増益」が３２.５％であった。また，「減収減益」の

割合も，「経験」を重視している企業では２５.１％

であるのに対し，「若さ」を重視している企業で

は２３.５％であった。なお，「語学力」を重視してい

る企業の「増収増益」（４３.４％）の割合が他と比較

して極めて高かった。また，「性別」を重視してい

る企業では「横ばい」（２７.９％）の割合が他と比較

して高かった。

　次に，正規従業者の増減理由と収益状況の関

係について見てみることとする。正規従業者の

雇用について，「３年前と比べて」「正規従業者数

を増やした理由は何ですか」という質問を行い，

「売上増加」，「黒字・収支改善」，「事業の拡大」，

「非正規から正規への切り替え」，「新製品開発・

新事業への進出」，「新規設備投資のため」，「採用

環境の好転」，「その他」という回答項目を設定し，

複数回答可として該当するものを全て回答して

もらった。同様に，「３年前と比べて」「正規従業

者数を減らした理由は何ですか」という質問を

行い，「売上減少」，「赤字・収支悪化」，「事業の

縮小」，「正規から非正規への切り替え」，「合理

化・効率化の進展」，「定年退職による自然減」，

「希望・早期退職」，「自己都合退職」，「その他」と

いう回答項目を設定し，複数回答可として該当

するものを全て回答してもらった。

　表９はこの増加理由を示したものである。全

業種では，「事業の拡大」（５８.８％）が最も多く，

次いで「売上増加」（３８.７％），「新製品開発・新事

業への進出」（１６.４％）が続いている。表１０はこ

の減少理由を示したものである。全業種では，

「自己都合退職」（４０.１％）が最も多く，次いで「売

上減少」（２９.８％），「合理化・効率化の進展」

（２９.５％），「定年退職による自然減」（２３.５％）が続

いている。また，正規従業者から非正規従業者

（表１０），あるいは，非正規従業者から正規従業

者（表９）への転換も活発に行なわれており，雇

用形態を柔軟に変化させることでより効率的な
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労働配置を実現しようという動きも確認できる。

　これらを収益状況の関係について見てみるこ

ととする。表９を見ると，「増収増益」と「増収減

益」，「減収増益」と「減収減益」がそれぞれ似た傾

向を示している。そこで，増収型（「増収増益」と

「増収減益」）と，減収型（「減収増益」と「減収減

益」）とに分類して分析を試みる。増収型では，

「事業の拡大」と「売上増加」が正規雇用増加の理

由として突出している。いずれも「事業の拡大」

（「増収増益」６２.８％，「増収減益」５９.５％）が１位で，

「売上増加」（「増収増益」５２.６％，「増収減益」

４２.４％）が２位となっている。それ以下の理由も

ほぼ同じ傾向を示しているが，「黒字・収支改

善」の割合だけが異なっている。「黒字・収支改

善」は「増収増益」では９.３％であるのに対し，「増

収減益」では半分以下の４.３％にとどまっている。

これは，「増益」と「減益」との相違として極めて

当然である。逆にいえば，「増収増益」企業と「増

収減益」企業との正規雇用採用の戦略において

それ程の違いはなく，結果的に「黒字・収支改

善」が行なわれたかどうかが，「増益」と「減益」と

の差となっているのである。

　次に，減収型について見てみると，「事業の拡

大」（「減収増益」５８.０％，「減収減益」５４.４％）が正

規雇用増加の理由として突出していることがわ

かる。次いで，「売上増加」（「減収増益」１８.５％，

「減収減益」１７.１％）と「新製品開発・新事業への

進出」（「減収増益」１７.３％，「減収減益」１７.１％）と

がほぼ同数で続いているなど，ほぼ同じ傾向を

示している。両者の傾向で若干異なっているの

は，「非正規から正規への切り替え」が，「減収増

益」（４.９％）に比べ「減収減益」（１３.９％）のほうが

高くなっていることである。

　続いて，正規雇用減少の理由と収益状況の関

係について見てみる。表１０を見ると，増加理由

の場合と同様に，増収型（「増収増益」と「増収減

益」）と，減収型（「減収増益」と「減収減益」）がそ

れぞれ似た傾向を示している。増収型では，「自

己都合退職」（「増収増益」３９.９％，「増収減益」

４３.１％）が正規雇用減少の理由として最も多く，

「合理化・効率化の進展」（「増収増益」３６.４％，「増

収減益」３０.６％）がそれに続いている。増収型の

２つは，それ以下の理由もほぼ同じ傾向を示し

ている。増加理由の場合とは異なり，「赤字・収
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支悪化」（「増収増益」１２.１％，「増収減益」１１.１％）

の割合も両者で１.０ポイントしか異ならない。

　次に，減収型について見てみると，両者は増

加理由ほどには似ていない。「自己都合退職」，

「売上減少」，「合理化・効率化の進展」が上位３

位であることは共通しているが，「減収増益」と

「減収減益」とではその順位は異なっている。「減

収増益」では，１位が「自己都合退職」（４２.０％），

２位が「合理化・効率化の進展」（３０.６％）である。

これに対し，「減収減益」では，１位が「売上減少」

（４６.７％），２位が「自己都合退職」（３６.９％）となっ

ている。すなわち，「増収増益」，「増収減益」，「減

収増益」までは，正規従業者を減少させないよう

に努力を行なっているものの，「減収減益」企業

では「売上減少」の影響が極めて深刻であるため

に，遂に正規従業者の削減に踏み切らなければ

ならなくなるという厳しい実態を読み取ること

ができる。

　以上のように，正規従業者の採用目的と収益

状況の関係を見ると，利益が増益であるか減益

であるかではなく，収入が増収であるか減収で

あるかにより，類似した形態となっていた。い

ずれの収益状況においても正規従業者の増加の

理由として最も多かったものは，「事業の拡大」

であった。反対に，正規従業者を減少させる理

由は収益状況によって異なっていたが，全体と

して「自己都合退職」が最も多かった。「自己都合

退職」は従業者の都合によるものであり，自社の

経営に最も効率的となるように経営者側が戦略

的に調整しようとするものではない。このこと

から，多くの中小企業では現在もなお，計画的

な雇用・採用行動を行なうことが困難であると

いう実態も明らかとなった４）。

結　び

　今回の特別調査の分析により，転換期を迎え

た現在の中小企業が，採用・雇用形態をどのよ

うに変革させているかが明らかとなった。しか

し，全ての中小企業においてこのような変革が

行なわれている訳ではなく，雇用に関する意識

や環境が二極分化していた。

　資本金規模や正規従業者規模の大きい企業で

は，採用環境の好転を受けて，積極的・計画的

な雇用が行なわれていた。全体として正規従業

者の雇用にあたり重視する要素としては，経験

と若さが突出していたが，規模の大きい中小企

業ではこれらに加え新規学卒であることや学歴，

語学力などを重視した採用が行なわれていた。

これに対し，規模の小さい企業では，若者を採

用し自社の将来を担う人材として教育する余裕

がなく，即戦力となる経験者に偏って採用せざ

るを得ない状況が明らかとなった。非正規従業

者の雇用目的についても，規模の大きい企業で

は，正規従業者を効率的に配置するために非正

規従業者を積極的に雇用，配置しているのに対

し，規模の小さい企業では，正規従業者の雇用

が困難であるために消極的に非正規従業者の雇

用が行なわれていた。また，正規従業者の増加

の理由としては，増収企業を中心に売上増加，

事業の拡大により正規従業者が増加していた。

しかし一方で，正規従業者の減少の理由として

は「自己都合退職」が最も多く，多くの企業で計

画的な採用を行なうことが難しいことも明らか

となった。

　事業の再構築の成功と最近の採用環境の好転

により，正規従業者と非正規従業者を戦力的に

再配置し効率的な雇用形態を実現している企業

がある一方で，自己都合退職の穴埋めのために

消極的，非計画的な雇用を繰り返さざるを得な

い企業があった。このように，現在の中小企業

の雇用についての企業家意識や経営，雇用環境

は極めて多岐に渡っていたが，今回の特別調査

で経営や雇用についての厳しい実態が示された

規模の小さい企業も含めて，今後どれだけの中

小企業が雇用形態および労働形態を，効率的，

積極的，計画的なものへ変革することができる

かが，それぞれの中小企業の発展にとって不可

欠であると共に，日本経済の将来にとっても極

めて重要であるといえよう。
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 　１）中小企業家同友会景況調査２００４年「転換期におけ
る雇用・労働の変化」特別調査（中小企業家同友会
全国協議会企業環境研究センター，２００４年）。筆者
も調査票作成の段階からこの特別調査に参加させ
ていただいた。
２）しかし，比較的に年齢の高いベテラン層であって
も，中途採用であれば安価に雇用することが可能で
ある。また，様々な非正規雇用形態での雇用も可能
である。これらのことから，「若さ」を重視している
企業の相当数は，程度の違いこそあれ「若さ」を重
視して採用した従業者に何らかの将来性を期待し
ているものと考えられる。調査票の記述からもこ
のことが伺えるものが多かった。
３）今回の特別調査では，出向社員，一人親方など，厳
密には自社の社員ではない就業形態についても含
めて聞く方針で調査を行った。

４）今回の特別調査では，因果の方向性が必ずしも明
確でないものがいくつか存在した。例えば，正規従
業者の採用にあたり語学力を重視している企業の
業績が相対的に好調であるのか，あるいは，業績が
好調な企業であるから語学力を重視した採用を行
なうことができるのかについては，今回の調査から
は必ずしも明らかにはされない。これらについて
は，各調査票の記述回答欄との照合を行った。今回
の調査に限らずＤＯＲ特別調査では例年，記述回答
欄への積極的な記述が多く，この照合によって因果
の方向性が推察できるものも多かった。しかし，本
稿では因果の方向性が必ずしも明確でない項目に
ついては，両者の関係性を示すに留め，因果の方向
性までは言及しないこととした。このようないく
つかの項目では，因果の方向性が明らかとなれば，
さらに詳細な分析が可能となるものもあり，さらな
る調査が期待されると共に今後の課題としたい。 
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